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「
生
活
支
援
定
額
給
付
金
」
な
ど
生
活
支
援
政
策
に
関
す
る
質
問
主
意
書

麻
生
首
相
は
十
月
三
十
日
に
「
生
活
支
援
定
額
給
付
金
」
（
以
下
、
給
付
金
）
の
概
要
を
発
表
し
た
。
「
全
世
帯
に
つ
い
て

実
施
す
る
。
四
人
家
族
で
約
六
万
円
に
な
る
は
ず
」
と
述
べ
、
所
得
制
限
を
設
け
ず
全
世
帯
を
対
象
に
支
給
す
る
内
容
で
あ
っ

た
が
、
十
一
月
一
日
に
は
、
与
謝
野
経
済
財
政
担
当
相
は
、
民
放
番
組
で
、
与
党
の
追
加
景
気
対
策
の
柱
で
あ
る
総
額
約
二
兆

円
の
給
付
金
に
つ
い
て
、
一
定
の
所
得
以
下
の
世
帯
に
支
給
対
象
を
絞
る
考
え
を
示
し
た
。

ま
た
、
報
道
等
に
よ
る
と
、
本
年
九
月
に
明
ら
か
に
な
っ
た
日
本
経
団
連
の
政
府
へ
の
提
言
原
案
で
は
、
二
〇
一
一
年
度
ま

で
に
食
料
品
を
除
く
消
費
税
率
を
現
行
の
五
％
か
ら
十
％
に
引
き
上
げ
、
基
礎
年
金
の
財
源
を
す
べ
て
税
で
賄
う
全
額
税
方
式

へ
の
移
行
を
求
め
、
消
費
税
率
引
き
上
げ
と
同
時
に
、
中
低
所
得
者
が
恩
恵
を
実
感
し
や
す
い
約
二
兆
五
千
億
円
規
模
の
所
得

税
減
税
（
定
額
減
税
）
を
数
年
間
の
時
限
措
置
で
実
施
を
要
請
。
さ
ら
に
食
料
品
な
ど
生
活
必
需
品
に
つ
い
て
、
五
％
の
消
費

税
率
を
継
続
す
る
軽
減
税
率
の
新
設
も
盛
り
込
み
、
家
計
の
打
撃
を
最
小
限
に
食
い
止
め
る
よ
う
に
求
め
た
と
の
こ
と
で
あ

る
。こ

れ
に
関
連
し
て
、
以
下
質
問
す
る
。

一

麻
生
首
相
と
中
川
財
務
相
の
全
額
消
費
税
型
年
金
私
案
や
、
与
謝
野
経
済
財
政
担
当
相
の
発
言
か
ら
も
、
消
費
税
増
税
は

一



将
来
的
に
は
不
可
避
と
考
え
ら
れ
、
私
見
と
し
て
は
、
一
定
の
税
収
の
維
持
と
、
国
民
生
活
の
現
状
の
比
較
衡
量
の
観
点
か

ら
、
減
税
に
当
た
っ
て
は
食
料
品
の
よ
う
な
生
活
必
需
品
を
優
先
的
に
軽
減
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

食
料
品
の
消
費
税
率
軽
減
は
主
要
な
先
進
国
で
も
行
わ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
標
準
税
率
十
七
・
五
％

に
対
し
食
料
品
は
〇
％
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
十
九
・
六
％
に
対
し
五
・
五
％
、
ド
イ
ツ
で
は
十
九
％
に
対
し
七
％
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
、
二
十
五
％
に
対
し
十
二
％
で
あ
る
。

食
品
関
係
の
支
出
は
、
総
務
省
の
家
計
調
査
に
よ
る
と
全
体
消
費
支
出
の
二
十
％
程
度
で
あ
る
が
、
こ
の
支
出
に
関
す
る

消
費
税
を
現
時
点
で
現
行
の
五
％
か
ら
〇
％
に
し
た
場
合
、
他
の
す
べ
て
の
条
件
は
同
一
と
い
う
仮
定
の
下
で
、
減
税
額
の

総
額
お
よ
び
国
民
一
人
当
た
り
の
減
税
額
は
い
く
ら
に
な
る
か
。
総
務
省
家
計
消
費
状
況
調
査
、
国
税
庁
統
計
年
報
等
に
基

づ
き
お
示
し
願
い
た
い
。

ま
た
、
平
均
的
な
世
帯
（
厚
生
労
働
省
国
民
生
活
基
礎
調
査
の
「
平
均
世
帯
」
の
こ
と
を
い
う
も
の
と
す
る
）
当
た
り
の

減
税
額
は
い
く
ら
に
な
る
か
、
総
務
省
家
計
消
費
状
況
調
査
、
国
税
庁
統
計
年
報
等
に
基
づ
き
お
示
し
願
い
た
い
。

二

与
謝
野
経
済
財
政
担
当
相
は
十
月
三
十
一
日
の
閣
議
後
記
者
会
見
で
、
追
加
経
済
対
策
に
盛
り
込
ん
だ
約
二
兆
円
の
給
付

金
の
経
済
効
果
に
つ
い
て
、
実
質
消
費
支
出
を
年
間
〇
・
二
％
程
度
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
を
年
間
〇
・
一
％
程

二



度
そ
れ
ぞ
れ
押
し
上
げ
る
効
果
が
あ
る
と
の
試
算
を
明
ら
か
に
し
た
。

こ
の
点
、
私
が
質
問
一
で
お
尋
ね
し
た
減
税
額
の
総
額
は
、
実
質
消
費
支
出
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
そ
れ
ぞ
れ
ど
の
程
度
押
し

上
げ
る
効
果
が
あ
る
か
、
右
の
与
謝
野
経
済
財
政
担
当
相
の
試
算
と
同
様
の
方
法
で
の
試
算
を
お
示
し
願
い
た
い
。

右
質
問
す
る
。

三


